
平成 29 年 3 月

平成 29 年度 平成 38 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

3,800 円 4,554 円

3,900 円 4,491 円

3,900 円 4,584 円

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施
する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含
む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成２５年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成２５年度

平成２６年度 平成２６年度

平成２７年度 平成２７年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

基本使用料　１ヶ月毎　１０㎥まで　２，０５０円
超過使用料（１㎥につき）
１１～３０㎥まで　１８５円
３１～５０㎥まで　１９５円
５１～１００㎥まで　２０５円
１０１㎥以上　２１６円

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

業務用使用料体系は設けていません。

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

その他使用料体系は設けていません。

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

2,269.7

4箇所（雨中・千国・土倉・下里瀬）

無

処 理 区 数 4区（雨中・千国・土倉・下里瀬）

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

　小谷村は、特環１施設・農集４施設、下水道区域外を合併処理浄化槽区域として汚水処理を行っています。下水道
施設は土地柄急峻な山々に囲まれており統合は不可能であり、今後下水道施設の新規増は見込めないため、合併浄
化槽により整備をしていくこととなります。

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

別添２－２

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

非適

小谷村下水道事業経営戦略

雨中処理施設　平成７年
千国処理施設　平成１０年
土倉処理施設　平成１２年
下里瀬処理施設　平成１５年

小谷村

小谷村農業集落排水事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

　平成２８年度に策定・公表しました、平成２７年度決算「経営比較分析表」を添付しています。
　この経営比較分析表は経営及び施設の状況を表す経営指標を活用し、本村の経年比較や他の類似団体との比較、複数の指標を組み合わせた分
析を行い、経営の現状及び課題を的確かつ簡明に把握することが可能となります。

職 員 数 ３名

　当村では、現在上下水道係長１名、特環下水道兼水道１名、農業集落排水兼水道１名の３名体制で上下水道の維
持管理にあたっています。今後についても他の係等との整合を考え職員の増員は見込めません。

　汚泥の発生量が少ないことから考えていません。

　農業集落排水処理施設のみの建設であるため、土地・施設利用の活用の
計画はありません。

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

　公共下水道処理施設と併せて包括的民間委託しており、指定管理者制度
は活用していません。

　公共下水道施設と併せて包括的民間委託しており、ＰＰＰ・ＰＦＩは活用して
いません。

 イ　指定管理者制度

　５年間の包括的民間委託により水処理体制の維持管理に努め、また随時
内容の見直しを行っています。

民 間 活 用 の 状 況



２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　農業集落排水事業の収支、財政状況は厳しい状況にありますが、安定的な事業運営に向けて、平成２３年度低コスト型農業集落排水施設更新支援
事業「小谷村農業集落排水施設最適整備構想」（長野県土地改良事業団体連合会）の計画（２０１１～２０５１年）及び当経営戦略の随時見直しを実施
し、今後の投資について計画をします。
　施設の経年劣化により修繕等のランニングコストは継続的に掛かる見込みでありますが、村民の負担増をできる限り抑えるため、上記計画及び当経営
戦略を随時見直し、また委託会社との連携を密にし、コスト削減に努め、現行水準を維持することを方針とします。

　農業集落排水事業の運営については独立採算が前提でありますが、当村の農業集落排水事業区域内人口は年々減少傾向にあり、収入源である使用料につい
ても減少の一途をたどっている状況です。事業運営を使用料のみでを賄うためには現在の約５倍ほどの使用料引上げが必要となるため現実的でないことから、今後
も一般会計からの繰入が不可欠と言えます。
　今後については、平成２３年度低コスト型農業集落排水施設更新支援事業により策定した「小谷村農業集落排水施設最適整備構想」（長野県土地改良事業団体
連合会）の計画（２０１１～２０５１年）に沿って整備を計画し、当経営戦略とともに随時見直しを実施し、更に農業集落排水施設管理委託業者との連絡を密にし、施設
の適正な維持管理を行うため、計画的かつ効率的な維持管理に努めていきます。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

・整備事業財源について
　今後予想される機能強化・保全対策及び維持管理に係る経費については、使用料については定住人口の減少が見込まれ、増額は見込めないことから、平成２３
年度低コスト型農業集落排水施設更新支援事業「小谷村農業集落排水施設最適整備構想」（長野県土地改良事業団体連合会）の計画に沿って、当経営戦略を随
時見直し、国・県補助金・地方債及び一般会計繰入金を財源に事業を進めていきます。
　
・地方債について
　地方債は施設の機能強化及び修繕により今後も新たな借り入れの必要がありますが、償還については現在のところ平成３３年度にピークを迎えその後減少傾向に
あります。

・一般会計繰入金について
　現在、事業運営を一般会計繰入金に頼り実施している状況です。今後収益的収支・資本的収支ともに地方債元利償還金の増加により一般会計からの繰入金も平
成３１年度をピークを迎えその後減少傾向にありますが、それ以降についても引き続き一般会計からの繰り入れは不可欠です。

　現在の維持管理において、動力費・薬品費については最小限の稼働により事業運営を行っています。今後についても現行費用を維持したいです。し
かし供用開始から２１年を経過したことから耐用年数を経過しているポンプや配電盤施設の更新、委託料・修繕料などの経費の増加が必要となる見込
みであり、「投資・財政計画」については、平成２３年度低コスト型農業集落排水施設更新支援事業「小谷村農業集落排水施設最適整備構想」（長野県
土地改良事業団体連合会）の計画（２０１１～２０５１年）に基づいて算出しております。



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４． 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

　今後の投資については、機能強化及び修繕が見込まれるため、現存施設の長期的かつ効率
的な施設維持に努めていきます。

　公共下水道処理施設との包括的民間委託を行っていますが、その他の民間活力の活用につ
いては考えていません。

　平成２３年度低コスト型農業集落排水施設更新支援事業「小谷村農業集落排水施設最適整
備構想」（長野県土地改良事業団体連合会）の計画に沿って、施設改修を予定しています。そ
れ以外の突発的な修繕等については委託業者と優先順位を設定し、投資の平準化を図りま
す。

　農業集落排水事業の新たな処理区は設定せず、合併処理浄化槽により水処理体制の整備に
努めていきます。広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組 　その他の取組については考えていません。

　資産活用については考えていません。

　事業の運営については、独立採算が前提ですが、使用料で運営を賄うためには現行水道料
の５倍程の値上げが必要となり現実的でないため、使用料の見直しは考えていません。

使用料の見直しに関する事項

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の
解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）
　投資以外の民間活力の活用については考えていません。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　経営戦略の進捗管理（モニタリング）は各年度末に行い、見直し（ローリング）については長寿命化計画。
耐震診断の結果を反映させるために５年毎に行います。

職員給与費に関する事項 　職員１名分の給与を計上しています。

動力費に関する事項 　今後も現在同様に水処理効率を常に考え、最適な処理設定をし、最小限に抑えていきます。

修繕費に関する事項
　修繕においては、異常の早期発見第一とし、オーバーホールによる処理を優先している。その
中で優先順位をつけ年間１箇所程度の修繕を計画し、修繕費の平準化に努めています。

委託費に関する事項
　処理場の管理委託については、５年間の包括的委託を行っています。更に毎年度ごとに契約
内容の見直しを行い、常に最良の契約に努めていきます。
　不明水の流入については、必要に応じて調査を実施します。

その他の取組
　今後も維持管理については処理場委託会社と密に連携し、農業集落排水事業の安全で安心
な事業運営に努めていきます。

薬品費に関する事項 　薬品（固形塩素）については、３社より見積を徴し最低価格での単価契約を行っています。



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成27年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。
※　平成23年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

経営比較分析表
長野県　小谷村

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

11.54 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
)

法非適用 下水道事業 農業集落排水 F2 3,092 267.91

－

- 該当数値なし 24.70 73.18 3,800 749 0.33 2,269.70 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

農業集落排水事業については、村内４処理施設から
なっており、４施設とも当初計画人口を下回るため
農業集落排水使用料の収入が少なく、多額の一般会
計繰入金にて事業を行っている。また、村内農業集
落排水施設の安定した処理機能を維持するために今
後も処理施設の機能強化事業や老朽化した機器の交
換を行う必要があり、処理施設維持管理費の歳出増
加が見込まれる。

「単年度の収支」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

2. 老朽化の状況について

平成２６年度時点で村内農業集落排水４施設の機能
強化事業は終了しているが、処理施設内の処理槽内
コンクリート劣化、汚水処理機能の低下や管渠施設
や処理場機器、電気設備の経年劣化による修繕及び
交換が今後も必要であるため、国庫補助や起債等に
より処理施設機能の維持管理を行う必要がある。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

全体総括

　今後も農業集落排水接続者の増加が見込めないほ
か、人口減少による使用料収入の減少が予想される
ため、今後も多額の一般会計繰入金で不足分を補う
必要がある。また、農業集落排水施設については、
機能維持、機器、管渠の老朽化に伴い、今後も維持
管理事業を行う必要があるので、一般会計からの繰
入や起債借入が見込まれる。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」
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0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 

平均値 

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 116.06 120.27 112.69 2.83 0.00

平均値 1,239.20 1,197.82 1,126.77 1,044.80 1,081.80

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 68.85 54.11 55.79 60.61 54.27

平均値 51.56 51.03 50.90 50.82 52.19

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

450.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 300.45 384.69 376.59 357.59 397.50

平均値 283.26 289.60 293.27 300.52 296.14

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 37.56 36.01 34.97 35.36 40.16

平均値 55.20 54.74 53.78 53.24 52.31

70.00

75.00

80.00

85.00

90.00

95.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 89.28 92.06 78.55 78.25 89.99

平均値 83.73 83.88 84.06 84.07 84.32

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％) 

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％) 

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％) 

      【1,015.77】 

【84.50】 【52.74】 【289.81】 【52.78】 

    【0.03】 

該当数値なし 該当数値なし 

該当数値なし 該当数値なし 



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 75,711 73,804 80,065 77,901 83,680 79,398 77,235 76,360 71,894 67,963 62,208 57,390

（１） (B) 17,502 17,327 17,154 16,983 16,813 16,645 16,479 16,314 16,151 15,990 15,830 15,690

ア 17,502 17,327 17,154 16,983 16,813 16,645 16,479 16,314 16,151 15,990 15,830 15,690

イ (C)

ウ

（２） 58,209 56,477 62,911 60,918 66,867 62,753 60,756 60,046 55,743 51,973 46,378 41,700

ア 58,209 56,477 62,911 60,918 66,867 62,753 60,756 60,046 55,743 51,973 46,378 41,700

イ

２ (D) 39,467 37,365 42,444 40,591 38,506 35,890 36,152 36,002 33,529 34,058 34,265 33,989

（１） 28,547 27,378 33,426 32,574 31,522 29,971 30,320 29,169 28,719 29,069 28,919 30,100

ア 6,830 6,878 6,926 6,974 7,022 7,071 7,120 7,169 7,219 7,269 7,319 7,100

イ 21,717 20,500 26,500 25,600 24,500 22,900 23,200 22,000 21,500 21,800 21,600 23,000

（２） 10,920 9,987 9,018 8,017 6,984 5,919 5,832 6,833 4,810 4,989 5,346 3,889

ア 10,920 9,987 9,018 8,017 6,984 5,919 5,832 6,833 4,810 4,989 5,346 3,889

イ

３ (E) 36,244 36,439 37,621 37,310 45,174 43,508 41,083 40,358 38,365 33,905 27,943 23,401

1 (F) 509 1,131 3,055 7,080 8,610 80,620 18,640 8,660 10,404 36,000 42,000

（１） 600 2,500 6,500 4,000 40,000 9,000 4,000 5,000 18,000 21,000

（２） 509 531 555 580 610 620 640 660 404

（３）

（４）

（５） 4,000 40,000 9,000 4,000 5,000 18,000 21,000

（６）

（７）

２ (G) 37,703 37,620 40,621 44,452 53,781 124,143 59,652 49,014 48,686 33,988 63,958 65,441

（１） 3,704 1,991 4,023 6,853 15,149 84,675 19,461 9,462 13,559 5,162 36,807 43,677

（２） (H) 33,999 35,629 36,598 37,599 38,632 39,468 40,191 39,552 35,127 28,826 27,151 21,764

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 37,194 △ 36,489 △ 37,566 △ 37,372 △ 45,171 △ 43,523 △ 41,012 △ 40,354 △ 38,282 △ 33,988 △ 27,958 △ 23,441

38年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

35年度 36年度 37年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

38年度本年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度

(J) △ 950 △ 50 55 △ 62 3 △ 15 71 4 83 △ 83 △ 15 △ 40

(K)

(L) 1,331 381 331 386 324 327 312 383 387 470 387 372

(M)

(N) 381 331 386 324 327 312 383 387 470 387 372 332

(O)

(P) 381 331 386 324 327 312 383 387 470 387 372 332

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 17,502 17,327 17,154 16,983 16,813 16,645 16,479 16,314 16,151 15,990 15,830 15,690

（T)

(U)

(V) 17,502 17,327 17,154 16,983 16,813 16,645 16,479 16,314 16,151 15,990 15,830 15,690

(W)

(X) 426,753 391,724 357,626 320,027 285,394 285,925 254,714 219,083 188,856 158,829 152,378 155,514

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

58,209 56,477 62,911 60,918 66,867 62,753 60,756 60,046 55,743 51,973 46,378 41,700

44,410 45,085 45,061 45,036 45,006 44,767 45,383 45,725 39,533 33,815 32,497 25,653

13,799 11,392 17,850 15,882 21,861 17,986 15,373 14,321 16,210 18,158 13,881 16,047

509 531 555 580 610 620 640 660 404

509 531 555 580 610 620 640 660 404

58,718 57,008 63,466 61,498 67,477 63,373 61,396 60,706 56,147 51,973 46,378 41,700

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 103.1 101.1

赤 字 比 率 （ ×100 ）

104.7 108.1 101.3 102.9101.1

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

101.3 99.6 108.5 105.4 101.2

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

37年度 38年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

本年度 30年度 31年度 32年度 33年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

34年度 35年度 36年度


